
※下線：第６次計画からの主な変更部分

【初期診療（予防）】 【救護】 【回復期】

●初期診療・発症予
防の機能

●病院前救護の機能 ●身体機能を回復させるリハ
ビリテーションを実施する機
能

●日常生活への復帰及び
維持のためのリハビリ
テーションを実施する機

●生活の場で療養できるよ
う支援する機能

【高度専門医療】 【専門医療】

目

標

●基礎疾患・危険因
子の管理等初期診療
を実施
●脳卒中の発症を予
防

●脳卒中の疑われる患者
が、発症後迅速に専門的な診
療が可能な医療機関に到着で
きること
※以下は実施することが望ましい
超急性期血栓溶解療法の適応時間を
超える場合でも、脳梗塞の場合は機
械的血栓除去術や経動脈的血栓溶解
術等の血管内治療、脳出血の場合は
血腫除去術、脳動脈瘤破裂によるく
も膜下出血の場合は脳動脈瘤クリッ
ピングやコイリング等の効果的な治
療が行える可能性があるため、でき
るだけ早く、専門的な治療が可能な
医療機関へ搬送

●患者の来院後1時間以内（発症後4.5時間以
内）に専門的な治療を開始
※以下は実施することが望ましい。
●血管内治療など高度に専門的な治療を行え
る施設では、発症後4.5時間を超えても血管
内治療などの高度専門治療の実施について検
討
●誤嚥性肺炎等の合併症の予防及び治療を行
うこと
●廃用症候群の予防、早期にセルフケアにつ
いて自立できるためのリハビリテーションを
実施
●重症脳卒中の治療を実施

●患者の来院後（発症後２４時間以
内）に専門的な治療を開始
●誤嚥性肺炎等の合併症の予防及び治
療を行うこと
●廃用症候群の予防、早期にセルフケ
アについて自立できるためのリハビリ
テーションを実施
●高度専門病院と連携し脳卒中の治療
を実施

●身体機能の早期改善のため
の集中的なリハビリテーショ
ンを実施
●再発予防の治療や基礎疾
患・危険因子の管理を実施
●誤嚥性肺炎等の合併症の予
防

●生活機能の維持・向上
のためのリハビリテー
ションを実施し、在宅等
への復帰及び継続を支援
●再発予防の治療や基礎
疾患・危険因子の管理を
実施
●誤嚥性肺炎等の合併症
の予防

●患者が在宅等の生活の場
で療養できるよう、介護・
福祉サービス等と連携して
医療を実施
●最期まで在宅等での療養
を望む患者に対する看取り
を実施
●誤嚥性肺炎等の合併症の
予防

　次の事項を含め、関係する
診療ガイドラインに則した診
療を実施
●再発予防の治療（抗血小板
療法、抗凝固療法等）、基礎
疾患・危険因子の管理及び抑
うつ状態や認知症などの脳卒
中後の様々な症状への対応が
可能
●失語、高次脳機能障害（記
憶障害、注意障害等）、嚥下
障害、咀嚼障害、歩行障害等
の機能障害の改善及びＡＤＬ
向上を目的とした理学療法、
作業療法、言語聴覚療法等の
リハビリテーションが専門医
療スタッフにより集中的に実
施可能
●合併症の中でも、特に誤嚥
性肺炎の予防のために、口腔
管理を実施する病院内の歯科
や歯科医療機関等を含め、多
職種間で連携して対策を図る
●急性期の医療機関及び維持
期の医療機関等とリハビリ
テーションを含む診療情報や
治療計画を共有するなどして
連携
●再発が疑われる場合には、
急性期の医療機関と連携する
こと等により、患者の病態
を適切に評価

　次の事項を含め、関係
する診療ガイドラインに
則した診療を実施
●再発予防の治療、基礎
疾患・危険因子の管理、
抑うつ状態への対応等が
可能
●生活機能の維持及び向
上のためのリハビリテー
ション（訪問及び通所リ
ハビリテーションを含
む）が実施可能
●合併症の中でも、特に
誤嚥性肺炎の予防のため
に、口腔管理を実施する
病院内の歯科や歯科医療
機関等を含め、多職種間
で連携して対策を図る
●介護支援専門員が自立
生活又は在宅療養を支援
するための居宅介護サー
ビスを調整
●回復期（あるいは急性
期）の医療機関等と診療
情報やリハビリテーショ
ンを含む治療計画を共有
するなどして連携
●合併症発症時や脳卒中
の再発時に、患者の状態
に応じた適切な医療を提
供できる医療機関と連携

　次の事項を含め、関係する
診療ガイドラインに則した診
療を実施
●再発予防の治療、基礎疾
患・危険因子の管理、抑うつ
状態への対応等が可能
●生活機能の維持及び向上の
ためのリハビリテーション
（訪問及び通所リハビリテー
ションを含む）が実施可能
●通院困難な患者の場合、訪
問看護ステーション、薬局等
と連携して在宅医療を実施
●合併症の中でも、特に誤嚥
性肺炎の予防のために、口腔
管理を実施する病院内の歯科
や歯科医療機関等を含め、多
職種間で連携して対策を図る
●回復期（あるいは急性期）
の医療機関等と診療情報やリ
ハビリテーションを含む治療
計画を共有するなどして連携
●診療所等の維持期における
他の医療機関と診療情報や治
療計画を共有するなどして連
携
●特別養護老人ホーム（介護
老人福祉施設）、認知症高齢
者グループホーム、有料老人
ホーム、ケアハウス等自宅以
外の居宅においても在宅医療
を実施し、希望する患者には
これらの居宅で看取りまで実
施
●介護支援専門員と連携して
居宅介護サービスを調整
●合併症発症時や脳卒中の再
発時に、患者の状態に応じた
適切な医療を提供できる医療
機関と連携

【急性期】 【維持期】

機

能

●救急医療の機能（重症度に応じた救急医療を行う機能）

求
め
ら
れ
る
事
項

　次の事項を含め、
関係する診療ガイド
ラインに則した診療
を実施
●高血圧症、糖尿
病、脂質異常症、心
房細動、無症候性病
変、喫煙、過度の飲
酒等の基礎疾患及び
危険因子の管理が可
能
●突然の症状出現時
における対応につい
て、本人及び家族等
患者の周囲にいる者
に対する教育・啓発
を実施
●突然の症状出現時
に急性期医療を担う
医療機関への受診に
ついて指示

【本人及び家族等周囲にい
る者】
●発症後,速やかに救急搬送
の要請を実施
【救急救命士を含む救急隊
員】
●地域メディカルコント
ロール協議会の定めたプロ
トコール（活動基準）に
沿って、脳卒中患者に対す
る適切な観察・判断・処置
を実施
●急性期医療を担う医療機
関へ迅速に搬送

　次の事項を含め、関係する診療ガイドラインに則した
診療を実施
特に、急性期の診断及び治療については、24時間体制

での実施が求められるが、単一の医療機関で24時間体制
を確保することが困難な場合には、地域における複数の
医療機関が連携して、24時間体制を確保する必要がある
●血液検査や画像検査（エックス線検査、ＣＴ検査、Ｍ
ＲＩ検査、超音波検査）等の必要な検査が２４時間実施
可能
●脳卒中が疑われる患者に対して専門的診療が２４時間
実施可能（画像伝送等の遠隔診断に基づく治療を含む）
●脳卒中評価スケールなどを用いた客観的な神経学的評
価が２４時間実施可能（遠隔診療を用いた補助を含
む。）
●適応のある脳梗塞症例に対し、来院後1時間以内（発
症後4.5時間以内）にｔ－ＰＡの静脈内投与による血栓
溶解療法が実施可能（医療機関が単独でt-PA 療法を実
施できない場合には、遠隔画像診断等を用いた診断の補
助に基づく実施を含む。）
●適応のある脳卒中症例に対し、外科手術や脳血管内手
術が、来院後速やかに実施可能又は実施可能な医療機関
との連携体制がとれていること
●呼吸、循環、栄養等の全身管理及び感染症や深部静脈
血栓症等の合併症に対する診療が可能
●合併症の中でも、特に誤嚥性肺炎の予防のために、口
腔管理を実施する病院内の歯科や歯科医療機関等を含
め、多職種間で連携して対策を図る
●リスク管理のもとに早期座位・立位、関節可動域訓
練、摂食・嚥下訓練、装具を用いた早期歩行訓練、セル
フケア訓練等のリハビリテーションが実施可能
●個々の患者の神経症状等の程度に基づき、回復期リハ
ビリテーションの適応を検討
●回復期（あるいは維持期）の医療機関等と診療情報や
リハビリテーションを含む治療計画を共有するなどして
連携
●回復期（あるいは維持期）に、重度の後遺症等により
自宅への退院が容易でない患者を受け入れる医療施設や
介護施設等と連携し、調整
※以下は実施することが望ましい
●脳卒中疑いで救急搬送された患者について、その最終
判断を救急隊に情報提供

　次の事項を含め、関係する診療ガイドライン
に則した診療を実施

特に、急性期の診断及び治療については、24
時間体制での実施が求められるが、単一の医療
機関で24時間体制を確保することが困難な場合
には、地域における複数の医療機関が連携し
て、24時間体制を確保する必要がある
●血液検査や画像検査（エックス線検査、ＣＴ
検査、ＭＲＩ検査、超音波検査）等の必要な検
査が実施可能
●脳卒中が疑われる患者に対して専門的診療が
実施可能（画像伝送等の遠隔診断に基づく治療
を含む）
●脳卒中評価スケールなどを用いた客観的な神
経学的評価が実施可能（遠隔診療を用いた補助
を含む。）
●手術適応のない脳出血、ｔ－ＰＡの静脈内投
与による血栓溶解療法の適応のない脳梗塞（発
症後4.5時間以降）に対し、入院治療が実施可
能　　　　　　　　　　　　　　　　　　●適
応のある脳卒中症例に対し、外科手術や脳血管
内手術を高度専門病院と連携して対処
●呼吸、循環、栄養等の全身管理及び感染症や
深部静脈血栓症等の合併症に対する診療が可能
●合併症の中でも、特に誤嚥性肺炎の予防のた
めに、口腔管理を実施する病院内の歯科や歯科
医療機関等を含め、多職種間で連携して対策を
図る
●リスク管理のもとに早期に適切なリハビリ
テーションが実施可能
●個々の患者の神経症状等の程度に基づき、回
復期リハビリテーションの適応を検討
●回復期（あるいは維持期）の医療機関等と診
療情報やリハビリテーションを含む治療計画を
共有するなどして連携
●回復期（あるいは維持期）に、重度の後遺症
等により自宅への退院が容易でない患者を受け
入れる医療施設や介護施設等と連携し、調整
※以下は実施することが望ましい
●脳卒中疑いで救急搬送された患者について、
その最終判断を救急隊に情報提供
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